
令和５年度こども家庭行政推進調査事業費補助金

成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）

 分担研究報告書 

乳幼児を対象とした簡易型自記式食事歴法質問票に対する 妥当性研究の実

施状況について 

研究代表者 瀧本 秀美 （国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所） 

研究分担者 片桐　諒子 （東京大学大学院 医学系社会予防疫学分野） 

研究分担者 佐々木 　敏 （国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所） 

研究協力者 松本 麻衣 （国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所） 

研究協力者 菊川　真由 （国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所） 

研究要旨 

幼児期の食生活は、その後生涯における健康的な食習慣を形成するうえで重要であるも

のの、簡便で妥当性の検証された食事の摂取状況を把握する手法が限られている。このた

め本研究では、4日間の食事記録法を参照として、離乳期から 2歳ごろまでの乳幼児の食

事摂取量を推定するための食事歴法質問票として作成した BDHQ2yの妥当性を評価するこ

とを目的とした。日本全国の 1–2歳未満 200 名と 2–3歳未満 200名を予定対象者数とし

て、BDHQ2yの記載、食事記録の実施と栄養士管理栄養士による聞き取り、2回目の

BDHQ2yの記載を一連の調査として実施した。令和 5年度末までで、オンラインセミナー等

を通してリクルートした 1–2歳未満 38 名、2–3歳未満 16名の食事記録および BDHQ2y等

への回答を得たものの、引き続きリクルートを行っており回答に関する分析は次年度実施

予定である。乳幼児の保護者からの協力の得にくさはあるものの今後は追加のリクルート

と調査を進めるとともに、64 項目の食品リストと各項目に対応したポーションサイズを

有するBDHQ2y から得られた各食品群・栄養素摂取量の相関（妥当性）と、2回のBDHQ2y

から得られた各食品群・栄養素摂取量の相関（再現性）の解析を行う予定である。 
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A.研究目的

幼児期の食生活は、健康的な食習慣を

形成するうえで極めて重要であり(1,2)、こ

の時期に確立された食事パターンはその

後の食事パターンにも影響を与えうる

(3,4)。小児期の不健康な食事パターン

は、BMI（Body mass index）の増加や脂

質異常症など、成人後の健康に悪影響を

及ぼす原因となる(4,5)。ライフコースを通

じた健康的な食事を目標として、養育者

へ実践的な食事のヒントを提供し、乳幼

児の健康的な食事を促進するためには、

まず乳幼児の食事摂取に関する十分な

データが必要である。 

しかし、離乳期から 2歳ごろまでの乳

幼児の食事摂取を推定するための簡便な

食事歴法質問票の開発は日本国内ではあ

まり進んでいない。そのため、成人版の

簡易型自記式食事歴法質問票と類似の方

法で乳幼児を対象とする簡易型自記式食事

歴法質問票（以下「BDHQ2y」と略す）を

昨年度の本研究事業において開発した。

加えて、BDHQ2y を今後の調査研究等で

使用するためには、質問票の妥当性を食

事記録法等、食事調査のゴールドスタン

ダードとされる方法と比較し、期間をあ

けた二度の調査にて再現性を検討する必

要がある。 そこで、本研究は食事記録法

を参照として、BDHQ2y の妥当性と再現性

を評価することを目的として調査を開始

した。 

B...研究方法

1. BDHQ2yについて

本研究で利用した BDHQ2yは、日本在住

の幼児 369名から得た食事記録にもとづい

た 64項目の食品に関する質問と食行動に

関する質問票を組み合わせた食事歴法質問

票である。詳細な開発手順は昨年度の本

研究事業の報告書に記載されている(6)。開

発に用いた食事記録には合計 891種類の食

品が登場し、日本食品標準成分表 2015年

版(7)を用いて、エネルギーと栄養素の摂

取量が推定された。BDHQ2yに含まれる 64

項目の食品リストは、食事記録を行った幼

児においてエネルギーと 28種類の栄養素

の摂取量の 90％以上をカバーする包括的

なものであった。 

2. リクルート方法

2023年 7月に「乳幼児の食と栄養オン

ラインセミナー」を実施し、これに合わせ

て研究に参加する意思のある養育者を募集

した。セミナーの参加者アンケートで、研

究への参加意思を表明した養育者に対し、

詳細な調査研究方法を説明した。セミナー

参加者からは十分な研究参加者数を得られ

なかったため、その他のイベントや口頭で

参加者を募集し、同様の説明を実施した。

研究への参加意思を示した養育者へ、主に

2023年 9–10月に１回目の BDHQ2yと基本

情報に関する質問票を配布し回答を得た。 

3. 食事記録の実施

研究への参加意思を示した養育者へ、事

務局への送付物返送順に食事記録の実施を

依頼した。 

 食事記録は非連続の平日 2日と休日 2 日

を設定して秤量を実施した。また、食事記

録の最終日以降に、栄養士・管理栄養士に

よるオンラインでの聞き取りを実施した。
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聞き取りを担当する栄養士・管理栄養士に

は事前に聞き取り方法に関するマニュアル

を共有し、特別食品や乳幼児食品について

は適宜情報共有を行い、食品の扱いを標準

化した。食品の扱いについては、特に市販

離乳食など一般食品と成分が異なるもの

や、食品成分表に記載されていないものを

どの食品で代替するかについて標準化し

た。聞き取りは、食事の写真を補助として

用いオンライン上で 1時間程度実施した。 

当研究は、医薬基盤・健康・栄養研究所倫

理審査委員会 2023-008 の審査承認を得て

実施している。 

C. 今後の調査

令和 5年度末までで、オンラインセミナ

ー等を通してリクルートした 1–2歳未満

38名、2–3歳未満 16名の食事記録および

BDHQ2y 等への回答を得た。今年度の実施

では、予定の対象者人数に至ることが困難

であったため、引き続き 2024年 3月以

降、追加で参加者のリクルートを行い、食

事記録および BDHQ2y等への回答を得る予

定としている。本研究で対象としている年

代の調査人数が集まり難かった理由とし

て、養育者の忙しさや保育園や幼稚園等に

通っていない年齢のこどもの養育者へのア

プローチ手段が多くないこと、離乳食が完

了し成人と類似の食品が食べられるように

なる年齢においては食事以外の要素への関

心が高まり食事のみへの関心が低下する可

能性などが考えられた。 

当初広くインターネットを通じたセミナ

ーを開催しての調査参加者リクルートを実

施したものの、セミナー自体から調査への

参加に進む意思を示した養育者の数は多く

なかった。セミナー内で調査研究の意義な

どは十分に伝えたものの、インターネット

上の無料のセミナー視聴という手軽さと調

査の負担感の差が、乳幼児の養育者では大

きいものと考えられた。また、今回新型コ

ロナウイルス感染症の流行後という状況か

ら保育園での調査自体が難しく、さらに保

育園を利用している養育者は多忙であるこ

とが予想されるため、保育園を通したリク

ルートの実施が困難であった。一方、保育

園等を利用していない養育者へは声がけの

場が少なく、自治体等を含めた集まりやす

い場や、近隣への声がけチラシの配布等積

極的に実施したものの対象年齢層へのアプ

ローチの手段が乏しく、協力へとつなげる

ことが困難であった。また、忙しさや保育

園等の所属に関わらず、離乳食期を終えた

2歳児の養育者では、食事への関心が薄れ

ていた可能性もある。さらに、研究参加の

申し込み後も、対象児の兄弟の妊娠・出産

や、対象児の体調不良などを理由とする参

加辞退も複数報告された。今後、リクルー

ト期間を延長しこれらを踏まえてリクルー

トと調査を継続する。

今後は、調査を引き続き実施するととも

に、調査を完了した参加者へ、食事記録か

ら得られた栄養素摂取状況の結果を配布す

る。さらに、国立研究開発法人医薬基盤・

健康・栄養研究所 栄養疫学・食育研究部

において計算された食事記録票から得られ

た各種食品群・栄養素摂取量と、東京大学

大学院医学系研究科社会予防疫学分野にお
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いて計算された BDHQ2yから得られた各種

食品群・栄養素摂取量の相関（妥当性）

と、二回の BDHQ2y で測定した食品および

栄養素摂取量の相関（再現性）に関して、

統計解析を実施する予定である。 
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